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今回の個人破産制度は、主に清算、再生、和解という3つの手続
きを採用している。
●清算は典型的な意味での破産である。つまり、債務者は関連す
る手続きを通じて債務を弁済するためにすべての財産を債権者に
分配した後、3～5年の観察期を経て、行動制限を順守し、破産詐
欺の疑いがなければ、法律に従って未弁済の債務が免除される。

●再生とは、債務者が将来予測可能な収入がある場合、合理的か
つ合法的な再生計画を提案し、裁判所による承認を得て債務清
算と経済再生を実現できる。

●和解とは、債権者と債務者が自主的に債務の減免と弁済に関
する和解協定書を締結し、裁判所が手続きに従って審査した後、
協定書の有効性を認め、債務の清算を実現することである。

 さて、破産手続に入る債務者の一連の行動制限は、国際慣行で
あり、今回の条例もいくつかの制限制度を設けている。
消費制限に関しては、債務者は飛行機のビジネスクラス、船の2等
席以上、高速鉄道の1等席以上の席を利用することはできない。ま
た、3つ星以上のホテルでの消費、不動産の購入、自動車の購入、
住宅の内装工事なども禁止されている。
職業上の制限に関しては、債務者は上場企業、非上場公衆企業
と金融機関の董事、監事、上級管理者に就くことはできない。また、
1000元以上の借金または与信枠を取得する場合は、本人の破産
状況を貸し手または信用供与者に表明しなければならない。

　破産した場合、住宅などの資産は差し押さえられ、管理下に置か
れる。破産期間中の債務者の基本的な生活を保障するために、条
例では債務の弁済に使用されない免除財産を規定していて、それ
には債務者とその扶養者の生活、医療、学習の必需品と合理的な
費用などを含む。
ただし、免除財産の累計総価値は20万元を超えない。

もちろん、個人破産条例の実施後、深圳は悪意のある債務回避者

達の天国になるのでは？と心配の声もあるが、破産申請は破産メカ
ニズムの悪用を意味するものではないと、条例のいくつかのポイント
から読み取ることができる。
●個人破産登記制度の確立
債務者はその配偶者、未成年の子供、共同生活しているその他近
親者名義の資産を含め、資産を正直に申告すべきとなっている。破
産申請を審査する時、裁判所は申請者による詐欺行為を発見し
た、受理しないと裁定することができる。

●財産の移転防止
財産の移転を防止するために、破産申請提出前2年以内に発生し
た関連する取引行為は取り消し申請をすることができる。またこの
期間中に、親族や利害関係者に個別に弁済した場合、それらの取
り消しも申請することができる。

●悪意のある債権回避
悪意のある債務回避に対しては終身責任を追及するものとする。
債権者は、債務者が詐欺的な手段を通じて未弁済債務の免除を
取得したことを発見した場合、如何なる時点でも未弁済債務の免
除に関する裁定の取り消しを申請することができる。

●財産隠蔽
債務者が故意に財産を隠匿したり、財産を移転したり、債務を偽造
したりする行為が存在して、犯罪を構成した場合、法律に従って刑
事責任を追及することができる。

深圳、中国で初の「個人破産」制度を実施予定

　9月1日、『深圳経済特区個人破産条例』の全文が市人民代表
大会常務委員会の公式ウェブサイトに掲載され、2021年3月1日
から実施されることになった。
　これは全国初の個人破産立法であり、「誠実且つ不幸な」債務
者、特に創業失敗者に債務の重荷を下ろし、新たにスタートする機
会を与えてくれることになったと反響が大きい。

　中国において、「破産」という言葉に対する一般的な理解は「企
業破産」のことであり、個人破産制度は馴染みがない。
　米国、日本のように成熟した市場経済環境が整っている国々に
おいては「個人破産制度」に関連する法律法規が昔ながら制定及
び実行されているが、中国は歴史的な理由により、今まで個人破産
制度はなく、学者達により「半分破産法」と呼ばれている『企業破
産法』のみが存在している。

　しかし、個人破産制度の欠如は、中国の企業破産制度の効果
にも影響を与えてきた。たとえば、会社経営が苦境に陥った場合、
本来有限責任の範囲内でしか債務返済の義務のない株主や実
質的支配者などが実務上連帯責任を負わざるを得ないことが常態
化していた。近年、社会主義市場経済制度の継続的な発展と改
善に伴い、個人破産制度導入に対する各界からの声が高まってき
たのが今回の立法の背景にある。

なぜ深圳が初となる適用の場所となったか？
　深圳は中国で市場経済システムの発展が比較的先行しており、
各種産業も成熟した地域のため、市場経済の法治化に対してより
切実なニーズが高まっている地域といえる。また、1993年に深圳は
全国で深圳経済特区企業破産条例を率先して制定し、国家企業
破産法の公布に向けて経験を蓄積した。
　そこで、27年後の今年深圳は再度個人破産制度を率先して確
立し、法治で「再起可能な失敗」を保障する、特に創業失敗者を支
えることで、創業の精神をさらに刺激し、経済に新たな活力と発展
の勢いをもたらそうとしている。

　条例によると、個人破産の申請手続きを開始させることができる
のは債務者と債権者の両方である。債務者の場合、深圳に住んで
3年連続深圳の社会保険に加入している個人が生産経営、生活
消費のために、その保有資産がすべての債務を弁済するのに不十
分であるか、明らかに弁済能力が欠けている場合、法律に従って破
産して清算をすることができる。

　但し、外国人は例え深圳で3年連続社会保険に加入していたと
しても、まだ適用の対象にはならないと法律従事者達は見解を見せ
ている。
なお、債権者の場合、債務者が債務を弁済できない事情が発生し

た場合、単独または共同で50万元以上（約800万円）の満期債権
を有する債権者は、債務者の破産清算を申請することができる。

▲深圳市人民代表大会常務委員会のウェブサイト
https://bit.ly/2TsuHA4

中国初の個人破産条例として国内外から注目を集めている中、正
式に施行されてから毎年どれぐらいの人々が個人破産を申請する
のか、また実行過程でどのような課題が出てくるのかは今後注目さ
れるポイントである。

　一方、中国初の個人破産制度が真の実効性を確保し、起業者
達を後押しする効果的な法規となるには個人信用調査制度を含む
関連制度の構築と完備が非常に重要になるので、個人信用調査
制度の展開も注目していきたい。
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代表者である魏基棟は、ロボットコンテストで頭角を現したことで業
界内で有名である。彼は2017年、ドローン大手のDJIを退職し、業
界内の親友とロボット起業の道に進んだ。深圳を離れ、東莞市にあ
る40㎡未満のオフィスで、6人によりAgileX Roboticsは誕生した。
　AgileX Roboticsは、ロボットシャーシの分野に参入する前に、
パーキングAGV分野で2年間ほど踏ん張りながらシードラウンドとエ
ンジェルラウンドから資金を調達していた。 
しかし、事業成長のスピードが遅く、資金が徐々に減少してきた。
突破口を求めて、2019年の年初からロボットシャーシに焦点を合わ
せたことがうまく軌道にのり、現在業績は右上がりとなっている。
現在、AgileX Roboticsは汎用UGV、屋内小型AGV、ワイヤー制
御の改造電気自動車などのモバイルロボットシャーシ製品を持って
いて、グローバル向けに安定したパフォーマンス、信頼できる品質、
7×24時間のアフターサービスを提供している。

業界ポジション：国内有数のロボットシャーシメー
カーおよびモバイルロボットシステムソリューション
サービスプロバイダー
AgileX Roboticsは、「インテリジェントロボットに人間の生産性をさ
らに解放させる」という大きなビジョンを実現するために、一流のス
マート製造、インテリジェント産業、およびその他のインフラストラク
チャの構築に取り組んでいる。
その最先端のインテリジェントテクノロジーと製品で、アリババや
Huaweiを含む20以上の業界リーダー、および中国科学研究院、
ハルビン工業大学、上海交通大学などの国内外の30を超えるトッ
プ大学と連携している。
また、機械構造、ソフトウェア開発、機械プログラミングなどの技術
サポートを顧客に提供するとともに、自動運転、機械制御および車
両分野での実験的なデモンストレーションを実施している。
現在、数百種類のロボットにAgileX Roboticsのシャーシが装備さ
れていて、300を超える応用シーンでAgileX Roboticsの成熟した
製品ソリューションと技術サポートが利用できている。

企 業 情 報

シャーシのカスタマイズ化で屋外ロボット業界の成長に貢献！

社名

代表者

英語名

URL

所在地

売上（RMB） 従業員（人） 創業年

資本金（RMB）

サービス内容

松霊機器人（東莞）有限公司　

魏基棟
広東省東莞市松山湖園区工業北四路1号10棟101室

694.445万

ロボットシャーシの製造とモバイルロボットシステムのソリューションを提
供している。現在、屋外での低速無人制御に開発の焦点を当てていて、
セキュリティ検査、工業園区、農業灌漑、ロジスティクスと輸送、検査・探
査、科学研究と教育などのさまざまな分野でサービスを提供している。

- 50以下 2017

AgileX Robotics

www.agilex.ai
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◆組み合わせが可能なパーツ

Autowalkerナビ GPS 機械手 自動充電パイル

5G並行運転 レーザーレーダー IMU 機械アーム

BUNKER

SCOUT MINI

TRACER

HUNTER



日本・中国専門の進出・撤退案件のエキスパート。
現在はクロスボーダーＭ＆Ａも手がけている。日
本人、中国人の気持ちを理解したコンサルティン
グに定評。中国事業再編・Ｍ＆Ａサービス担当。

唯来企業管理咨詢（深圳）有限公司
副総経理

姜 香花

2020年の中秋節・国慶節休暇は10月1日から8日までの8日間で、
前後に有給を取って2週間ほどの長い休暇になった人も多かった
ようです。

　今年は新型コロナウイルスの影響で、2月の春節休暇は完全に
足を止められ、5月の端午節休暇は移動自粛ムードになっていまし
たが、10月にはコロナの流行が着実に抑制されたため、リベンジ旅
行とリベンジ消費が活発となり、経済の力強い回復を見せています。
Baidu Maps（百度地図）は、ビックデータを利用して国慶節休暇
中の数億人とも言える旅行の軌跡を描写してくれています。

　国をまたぐ移動は未だ制限され、海外旅行は期待できない中、
人々は安全性が高く自由度の高いセルフドライブ旅行を好む傾向
が出ています。Baiduによる国慶節期間の検索単語のビックデータ
分析結果もこれを裏付けています。

　当該データによると、「国内旅行」、「周辺旅行」、「セルフドライ
ブ」の検索は、昨年の同時期に比べて4149％、18％、36％増加し
ています。一方、「海外ツアー」「深度遊（注1）」「団体旅行」関連コ
ンテンツの検索は、前年同期比でそれぞれ77％、39％、25％減少
した結果となっています。
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Baidu Mapから見る
国慶節休暇の大移動

5位の大梅沙（深圳市から
車で2時間以内で移動でき
る海浜公園）を含め、いずれ
も自家用車での移動に適し
た場所となっています。

※画像引用元：Baidu Map

※（注1）深度遊：近年の中国人の旅行スタイルを指す流行語。
従来の画一的な観光地を巡るのではなく、事前に情報を収集し、個人の興
味、関心ある場所を訪れる個性重視の旅の楽しみ方を指す。

※画像引用元：Baidu Map

また、中秋節と国慶節が重なったこともあり、帰省と旅行の二重ラッ
シュにより、9月28日から10月8日までの連休期間中の全国高速道
路の平均混雑渋滞走行距離は、昨年に比べ75.8％増加した結果
になっています。当時TikTokでも、全く動かない高速道路で、車か
ら降りて遊んでいる動画が多数投稿されていました。

　また、セルフドライブ旅行の台頭により、大都市の観光客は周辺
の自然豊かな景勝地に集まる傾向を見せています。 10月1日から8
日まで、全国的に人気のある景勝地のトップ10は下記のとおりと
なっています。

これ以外にも、Baidu MapはAIデータ収集の機能に基づき、数億
人の移動行動を分析し、各地域のアミューズメントパーク、ショッピ
ングモールなどの人気度、混雑具合などを分かりやすいデータで見
せています。また、文化と旅行部（日本の国土交通省に該当）の発
表によると、国慶節期間中の国内旅行観光収入は4665.6億元
（約7兆5億円）を実現したそうですが、それでも前年の7割ほどにと
どまっています。

　日本も「Go Toトラベル」事業で観光需要を喚起しようとする動き
があり、どの国もコロナウイルスで打撃を受けた旅行業・観光業の
再建に向けて様々な対策を講じています。


